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改正施行目前！ ４月以降の労働者

募集に関する注意点 

 

◆募集時等に明示すべき労働条件が追加

されます 

 令和６年４月より、労働契約の締結時

や有期労働契約の更新時に明示すべき労

働条件として、「就業場所」「業務の変更

の範囲」が追加される等の改正が施行さ

れます。既に、この改正に対応した労働

条件通知書等のフォーマットが厚生労働

省ホームページで示されています。 

 この明示すべき労働条件の追加は、求

人の申込みの際に明示しなければならな

い労働条件としても追加されますので、

注意が必要です。 

◆追加される明示事項は？ 

 具体的には「就業場所」として、「雇入

れ直後」のものと「変更の範囲」を求人

広告等に記載することとなります。「業務

の変更の範囲」についても同様です。 

 さらに、有期労働契約を締結する場合

には「有期労働契約を更新する場合の基

準に関する事項」（通算契約期間または更

新回数の上限を含む）も明示しなければ

なりません。 

◆「変更の範囲」はどこまで想定して書

けばよい？ 

 特に正社員の場合、契約期間が長くな

るため、営業所や部署が新設される可能

性などを考慮するときりがありませんが、

厚生労働省のＱ＆Ａでは「募集等の時点

で具体的に想定されていないものを含め

る必要はありません」とされています。 

◆スペースに書ききれない場合はどうす

る？ 

 求人広告などの限られたスペース内に

書き入れない場合は、「詳細は面談時にお

伝えします」などとしておき、一部を別

途のタイミングで明示することも可能で

す。この場合、原則、面接などで求職者

と最初に接触する時点までに、すべての

労働条件を明示する必要があります。 

【厚生労働省「令和６年４月より、募集

時等に明示すべき事項が追加されます」】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsu

ite/bunya/koyou_roudou/koyou/haken-s

houkai/r0604anteisokukaisei1.html 

 

令和 4 年分労働災害統計確定値が公

表されました 

 

◆労災の半数は第三次産業で発生 

労災と聞くと製造業などが中心だと感

じるでしょうか。しかし、令和４年の労

災（死亡災害および休業４日以上の死傷

災害）は、その半数以上が第三次産業で

起こっています。 

第三次産業の中でも、群を抜いて増え

ているのが社会福祉施設等での転倒や腰

痛等（動作の反動・無理な動作）による

災害です（平成 29 年比較で 46.3 ポイ

ント増）。 

また、景気の回復を反映して「接客・

娯楽」業や、高齢者の就労する割合の多

い「警備業」での労災も目立って増加し

ています。 
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◆年始は特に注意 

これから１年で一番寒い時期を迎えま

す。また、年末年始の休みが明けて体を

急に動かす時期でもありますので、労災

には一番注意したい時期です。労働人口

の高齢化と共に、いずれの業種でも、最

近の労災で多いのは転倒によるものです。

転倒の怖さは言うまでもないとは思いま

すが、たった一度の転倒で寝たきりにな

ってしまうこともあります。 

労災が多い、あるいは重大な災害が起

きると労働基準監督署の調査が入ること

になります。企業としての安全対策をき

ちんとしてない場合は、事故に対する事

業主の責任が問われ、損害賠償訴訟等に

発展してしまう可能性もあります。 

◆労働者死傷病報告書の改正 

少し先になるようですが、労災が発生

した際に労働基準監督署へ提出する労働

者死傷病報告書の様式が改正されます。

事故の状況等について、より詳しく報告

することになるとともに、提出方法も電

子申請が原則となるようです。今後の情

報に注意しておくとともに、労災事故の

ない職場にできるよう安全対策やルール

作りを進めたいですね。 

 

政府の少子化対策をまとめた「こども

未来戦略」が決定されました 

 

政府は 12 月 22 日、少子化対策をま

とめた「こども未来戦略」を閣議決定し

ました。今後３年間の集中的な取組みで

ある「加速化プラン」には、「共働き・共

育ての推進」が盛り込まれています。具

体的な内容は次の通りです。 

◆育児休業の取得促進 

・ ２ 週 間 以 上 の 男 性 育 休 の 取 得 率 を

2030 年に 85％へと引上げ。 

・次世代育成支援対策推進法を改正、一

般事業主行動計画に数値目標の設定、

ＰＤＣＡサイクルの確立を定め、育休

取得から円滑な職場復帰までの支援、

勤務時間や勤務地への配慮等を盛り込

ませる。 

・育児・介護休業法における育休取得率

の開示義務について、常時雇用する労

働者数が 300 人超の事業主に拡充し、

有価証券報告書における開示を進める。  

・産後８週間以内に両親が 14 日以上の

育休を取得した場合の給付率を手取り

10 割相当に。 

・代替要員確保等の体制整備を行う中小

企業への助成措置を大幅に強化。 

・「くるみん認定」の取得など、育児休業

の取得状況等に応じた実施インセンテ

ィブの強化。 

◆育児期の柔軟な働き方の推進 

・フレックスタイム制の義務化、テレワ

ークの努力義務化…こどもが３歳まで。 

・「親と子のための選べる働き方制度（仮

称）」を創設…こどもが３歳以降小学校

就学前まで、フレックスタイム制を含

む出社・退社時刻の調整、テレワーク、

短時間勤務制度、保育施設の設置運営

等、休暇から、事業主が複数の制度を

選択して措置し、その中から労働者が

選択できる制度。 

・「育児時短就業給付（仮称）」を創設…

こどもが２歳未満の期間に時短勤務を

選択した場合、賃金の 10％を支給。

体制整備を行う中小企業に助成措置を

実施。 

・所定外労働の制限…こどもが小学校就

学前までに引上げ。 

・子の看護休暇…こどもが小学校３年生

修了時までに引上げ。休暇取得事由の

見直し。 

◆多様な働き方と子育ての両立支援  

・週所定労働時間 10 時間以上 20 時間

未満の労働者も失業給付や育児休業給

付等の受給対象者へ 

・国民年金の第１号被保険者を対象に育

児期間に係る保険料免除措置を創設。 

 

 


